大阪府障がい者相談支援ガイドラインの概要について
１．目　的

（１）相談支援の基本的あり方の提示
　　市町村窓口や相談支援事業所において、相談支援を新たに担当する者が手引き書として利用できるように、相談支援の基本的なあり方やその方法について示すとともに、市町村相談窓口と相談支援事業所との役割や連携のあり方等についても触れる。また、アセスメント票等の各種様式の府推奨様式も作成する。
　⇒相談支援の底上げ

　　大阪府域において、市町村や事業所における運営状況は様々であるが、その実態も踏まえつつ、障がい者相談支援の基本的なあり方を示すことにより、府域における相談支援体制全体の底上げを図る。
（２）手続きの透明化・明確化　
　　障がい者相談支援における一連の手続きについて、法的なポイントも押さえつつ、作成する。また、苦情解決の仕組みや、個人情報取扱いのあり方等についても整理する。
⇒相談支援の権利擁護機能の強化

　　相談支援の過程や様々な仕組みにおける適性手続きを示すことにより、相談支援における権利擁護機能の向上を図る。
（３）相談支援の評価基準の提示
　　地域自立支援協議会における機能の1つに、相談支援における評価機能が挙げられるが、一定の基準がないことから、評価基準のモデルを示し、相談支援事業の活動状況等を把握する基礎資料とする。その際、数的な指標だけでなく、実質的な評価ができるよう配慮する必要がある。
　⇒相談支援の評価機能の強化
２．配布対象
　・市町村

　・相談支援事業所

　・その他、地域自立支援協議会等へ参画している機関等

　　完成版は、府のホームページにて掲載予定
３．策定方法
（１）策定ワーキングの設置
　　ガイドラインを策定するため、相談支援事業等に関わる方等で構成するワーキングを設置する。
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（２）作業の流れ

　・～９月下旬　ワーキングの設置手続（就任依頼と承諾）

・10月上旬　第１回ワーキングの開催（以後ワーキングを適宜開催）
　・10～12月　相談支援実態調査の実施
　　（ケアマネジメント推進部会及び全体会の開催時に進捗状況の報告）

・３月　　　ガイドライン策定
　
（３）構成の例
　① 本ガイドラインのねらい

　② 障がい者相談支援事業
市町村による相談支援／指定相談支援事業所による相談支援

③ 障がい者相談支援事業の基本方針

　④ 障がい者相談支援の展開

障がい者ケアマネジメントによる支援／相談支援専門員の倫理と基本姿勢

⑤ 利用者の権利侵害と権利擁護

⑥ 障がい者相談支援事業の業務の範囲と流れ

　⑦ 関係機関との連携、役割分担等

　   　ネットワーク化とチームアプローチ

⑧ 地域自立支援協議会との関係

⑨ 相談支援事業の評価

　⑩ 参考資料

　　　 用語の整理／様式例示

　⑪ その他　
　　　災害時における相談支援事業　等
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